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令和８年 2026/7/18 

持続可能な社会保障制度の提言：スマート所得保障給
　付金 ～特別会計の構造改革と税収還流～

提出先： 内閣官房 人口戦略本部 / 全世代型社会保障構築本部事務局 / 社会保障国民会議

提出者： 日本環境保全組合

　 国家の基盤たる社会保障制度の抜本的改革、および「スマート所得保障制度」（年間予
算規模：115兆円）における 2年目以降の財源持続性について、内閣府（政策統括官部局、
各審議会・諮問機関）への公式な政策提言書、あるいは国政報告としての運用に堪えうる
閣僚・官僚層向けに以下に実証いたします。
　 本制度は単なる一過性の救済措置ではなく、マクロ経済学的な数理モデルに基づく恒久
的な国家財政の再構築案であります。
 

　 政策提言：スマート所得保障制度における財源持続性の
数理的・構造的実証

記
 
　 本提言は、少子高齢化の進展と生活困窮に直面する我が国経済を抜本的に再興するため、
増税および新規赤字国債の発行に一切拠ることなく、平均所得以下の世帯に対して月額
30万円（非課税）をプッシュ型で自動給付する「スマート所得保障制度」の持続可能性
について、第 1期（導入期）から第 2期（定着期）への財源シフトの構造を明示し、その
実効性を実証するものである。
　 1. 財源内訳の年次的推移とマクロ構造シミュレーション
　 本制度の持続可能性の要諦は、1年目における「既存歳出構造の徹底的解体」という行
政改革効果が、2年目以降には「市場流動性の拡大に伴う自然増税収（税収還流）」へと
円滑かつ有機的に移行する点にある。
 
　 【第 1期：改革始動期（1年目）】

特別会計の一元化および既得権益事業の徹底解体：65.0兆円
デジタル移行に伴う行政中間コスト・執行費の排除：15.0兆円
経済循環初期における税収還流（自然増収）：20.0兆円
高所得層を対象とする特例調整措置（※後述）：15.0兆円
歳入財源合計：115.0兆円
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　 【第 2期：安定定着期（2年目以降）】
恒久化された歳出適正化（旧特別会計枠）：45.0兆円
完全自動化による自治体・国費の執行コスト免除：20.0兆円
経済好循環に伴う恒常的税収還流（自然増収）：45.0兆円
高所得層を対象とする特例調整措置の緩和・縮小：5.0兆円
歳入財源合計：115.0兆円

　 2. 「高所得層の特例調整措置」の定義および実務的運用要綱
　 審議会等における政策評価において最も精緻な議論を要する「高所得層の特例調整措
置」について、その具体的定義および 2年目以降に負担が劇的に軽減される論理的根拠を
以下に詳述する。

　  ①具体的定義および調整対象

　 本措置は、現役世代への消費増税や所得増税といったマクロ経済を冷え込ませる租税措
置ではなく、一定以上の莫大な資産保有者および現役並みの超高所得層（例：年収 1,000
万円超の世帯等）を対象とした「給付効率化のための給付金受給資格の段階的制限」、お
よび「既存の公的扶助における上乗せ・加算部分の一時的留保（調整）」  を指す。なお、
国民が過去の労働対価として拠出してきた「基礎年金」および「厚生年金」の受給権は
100%満額保護（既得権の完全保障）され、これを毀損するものではない。

　  ② 1年目における必要性と「安全装置」としての機能

　 総予算 115.0兆円を執行する初年度においては、国家財政の「特別会計の解体」という
大改革が過渡期にあるため、予期せぬ財政需要に対応する「安全装置（バッファー）」と
して、富裕層・高資産層に対する受給判定を厳格化し、15.0兆円規模の調整財源を確保す
る。これにより、真に現金を必要とする中間層・困窮層および子育て世代への「月 30万
円」の不渡りなき執行を確実なものとする。

　 3. 2年目以降における完全自走（持続可能性）の経済的根拠
　  ①乗数効果による税収還流の爆発的拡大（財源の主役交代）

　 マクロ経済学の基本原則に則り、限界消費性向が極めて高い「平均所得以下の世帯」へ
注入された月額 30万円は、貯蓄に回ることなく即座に国内市場での消費支出（食費、住

 居費、医療教育費、購買活動）へと充当される。この強烈な総需要の喚起は、国内民間
企業の売上および利益の大幅な増大（法人税収の増加）、従業員の賃金上昇（所得税収の
増加）、そして活発な購買行動そのもの（消費税収の自然増）を惹起（じゃっき）する。 
シミュレーションが示す通り、2年目以降はこの経済の好循環によって国庫へ還元される
税収が 45.0兆円規模へ急成長するため、本制度は自国経済の拡大によって自らの財源を
賄う構造へと昇華する。
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　  ②高所得層への調整措置の「3分の 1」への大幅縮小

　 2年目以降、上記の「税収還流（45.0兆円）」が確立されることに伴い、初年度に課し
ていた高所得層への特例調整措置の必要性は大幅に減退する。結果として、調整規模を
15.0兆円から 5.0兆円へと「3分の 1」にまで縮小・緩和することが可能となり、特定の
階層へ過度な負担を強いることなく、真の全世代型・全階層型の調和的社会保障として定
着する。

　  ③デジタルガバメント（一元管理システム）の減価償却効果

　 1年目においてマイナンバーおよび公金口座を用いた国家規模のプッシュ型自動給付イ
ンフラが完全に構築されるため、2年目以降は各自治体における現行の煩雑な申請受付、
資力調査、窓口審査、書類郵送等に係る数万人の人件費および事務手数料（中間中抜きコ
スト）が完全に根絶される。システム自走による歳出削減効果は、年を追うごとに拡大を
続ける。

　 4. 結語
　 本「スマート所得保障制度」は、従来の福祉政策にみられた「激しい増税を伴う高負担
国家」への移行、あるいは「赤字国債の発行による将来世代への負担転嫁」のいずれとも
一線を画する、極めて実務的かつ先進的なマクロ財政ガバナンスモデルである。
　 1年目の構造改革によって点火された国家経済のエンジンは、2年目以降、「合理化さ
れた歳出構造」と「市場流動性の復活がもたらす自然増税収」という双発の推進力により、
永久的に持続可能な形で自走する。
　 本提言は、我が国の財政健全化と国民の経済的安寧を最高次元で両立させる、唯一無二
の持続可能な社会保障制度であると確信する。
 
 
本件に関するお問い合わせ
提言元： 日本環境保全組合

住所： 〒633-0083奈良県桜井市辻 67-7-403
代表者： 千田寛仁
電話番号： 090-9428-2272
メールアドレス： midoridrive@gmail.com
 　ホームページ： http://jkenterprise777.g1.xrea.com/
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